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栗東市における空家等対策の位置づけ 

１. 栗東市の課題（総合計画、総合戦略における課題） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. まちづくりの基本目標と空家等対策 

 

 

 

 

  

将来都市像の実現を目指し、快適な生活環境の形成、活力ある地域コミュニティの創造、 

良好な景観・環境の維持・保全等に寄与する空家等対策を実践 

①暮らしの場に加え、子育ての場、働く場、交流の場、夢を叶える場等を創造するための空家等対策 

②栗東の自然や歴史・文化に育まれた「ふるさと」を継承するための空家等対策 

栗東市における空家等対策の位置づけ 

 

 

総合戦略 

 

景観計画 

“風格都市栗東” 

 

～百年先の 

風格を育む 

景観づくり～ 

 

住生活基本計画 

◆風格ある豊かな居住環境の形成 

◆百年先を見据えた住宅ストックの形成 

◆多様な居住ニーズに適切に対応する住

宅市場の形成 

◆柔軟かつ多様な住宅セーフティネット

の構築 

総合計画の課題 

 

総合戦略の課題 

 

 

総合計画 

 

財政基盤の確立 市民主体、協働への原点回帰 地域活力の創造 

①若者人口の流入確保と地元定着の促進 

②にぎわいのある暮らしやすいまちづくり 

③健康ニーズをサポートする取り組み 

④働きながら安心して子どもを育てられる環境づくり 

⑤安定した地域産業の形成 

【将来都市像】 

ひと・まち・環境 

ともに育む「健やか・賑わい都市」栗東 

【まちづくりの目標】 

◆安全・安心のまち 

◆環境・創出のまち 

◆愛着・交流のまち 

【まち】地域の活力を生み出す人口確保・定着と地域連携により時代にあったまちをつくる 

【ひと】若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

【しごと】立地条件を活かし、安心して働ける雇用体制をつくる 

 

都市計画マスタープラン 

◆百年先の風格を育む景観づくり 

◆暮らしの豊かさ、都市の活力・元気づくり 

◆安全・安心、快適な生活基盤づくり 

◆自然環境との共生、循環型の都市づくり 

◆多様な主体の交流・連携によるまちづくり 

個別計画 

その他

の 

計画 

協議資料２ 

第１回 栗東市空家等対策協議会 

H29.7.26 
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空家等に関する現状・課題、対策の方向性等について 

１. 空家等に関する現状の課題（H28栗東市空家等実態調査報告書より） 

（１）空家等に関する現状 （平成 28 年度調査の概要） 

① 少子高齢化の進行と高齢者世帯の増加 

・人口増加傾向の鈍化、少子高齢化の進行 

・高齢単身世帯・高齢夫婦世帯の増加 

② 住宅の老朽化 

・昭和 40 年代に多く建設された住宅は、現在、築後 40～50 年が経過 

③ 地区による空家等の発生状況の違い 

・空家と判定した 275 戸のうち、212 戸が市街化区域内、63 戸が市街化調整区域内に分布 

・学区によって昭和 40 年代に開発された住宅団地があるなど特性が異なる 

④ 空家等の管理状態 

・空家所有者（納税管理者）の半数以上が市外に居住 

・空家等の多くは有効活用が可能な状態で適正に管理 

・危険度調査では 33 戸の危険性の高い空家等を確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 空家所有者等の意向 

・所有者の半数が「居住地が遠方」「高齢」「経済的負担が大きい」等で管理が困難 

・所有者の６割以上が利活用を希望 

・利活用を支援する情報提供や専門家のアドバイス等の相談体制の整備も希望 

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」の認知度が低い 

  

危険な状態の空家（項目①～④に該当） 

危険度が低い空家（項目⑥に該当） 

１. 空家等に関する現状・課題等の分析   （参照データ：参考資料１） 

危険度調査 

以下の項目で危険度調査を実施 

①外壁の一部に破損・崩れがみられる 

②屋根の瓦やトタン板等に剥がれがみられる 

③窓台、物干し、バルコニーに崩れがみられる 

④塀が道路側に傾いている 

⑤建物が明らかに傾いている 

⑥特に問題はなさそうである 外観は古いが良好に管理 雑草・庭木の繁茂等の管理不全 

項目①・② 項目① 項目③ 項目④ 
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（２）今後の課題、将来的に起こりうる問題等   （※赤字は２ページの「現状に対応」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空家等が少ない現状を維持するため、空家等の発生を抑制（予防）し、 

防災性・防犯性の向上、景観、生活環境等を保全するための 段階的な空家等対策 が必要 

市 街 化 区 域 内 外

で の 法 規 制 や 地

区の特性の違い、

法律・制度等に関

す る 情 報 不 足 で

の 空 家 等 対 策 の

遅延 

（現状③、⑤） 

管理不全状態の空家等の発生 

壁や屋根等の破損、植木等の繁茂による 

良好な景観の阻害 

（現状②、④） 

ごみの不法投棄、悪臭・害虫発生等による 

周辺環境への悪影響 

（現状②、④） 

居住者の死去や施設への入所、 

古い住宅団地の増加等による局所的な空家等の発生 

（現状①、②） 

 
 

段
階
的
な
空
家
等
に
関
す
る
問
題 

空家等の倒壊等による被害の発生 

（現状②、④） 

不法侵入や放火による火災等の犯罪の発生 

（現状④） 

現状では人口・世帯数ともに微増、空家・危険性の高い空家等は比較的少ない 

空家等の増加 
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・栗東の優れた自然環境や歴史・文化により育まれてきた景観、地域の生活環境等をこれか

らも大切に保全するとともに、市民一人ひとりが自らの役割の中で空家等対策に取り組む

ことで、地域への誇りや愛着の醸成、快適に生活を送れる地域コミュニティを創造する。 

・市民、事業者、関係団体、地域団体、専門家、行政機関等の様々な主体が空家等対策に向

け、連携・協働しながら空家等対策を推進することによって、地域の活力を向上し、個性

ある栗東を創り上げる。 

 

 

 

 

 

（１）空家等対策の目標、対策の方向性（案） 

空家等対策計画の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の方向性（基本方針） 

              地域全体で意識し取り組む「予防」 

              ・空家等予備軍（単身・夫婦高齢者世帯等）の把握 

              ・市民等に対する意識啓発（相続関係、将来的な活用意向） 

              ・市民等に対する情報提供と相談窓口の設置 

 

              地域で空家等を見守る「適正管理」 

    ・空家等の情報管理 ・空家等のデータベース化 

          ・定期的な空家等の管理状況の確認 

 

              地域資源やニーズを活かした「利活用」 

    ・空家等所有者の利活用に対する意向・ニーズの把握 

    ・市民や利用希望者の利活用に対するニーズの把握 

  ・地域コミュニティ、暮らしやすさの向上に向けた利活用 

  ・空き家バンクなど、利活用に向けた取組 

  ・市街化調整区域等での利活用に関する仕組みづくり 

              除却、跡地活用（「管理不全空家等の解消」） 

                  ・特定空家等の認定基準の設定 

              ・管理不全への対応に関する適切な措置等の条例の制定 

              ・除却や跡地活用に関する事業・支援制度等の創設 

              各主体が主役となる空家等対策での連携・協働 

              ・建築士会、司法書士会、宅建業協会、土地家屋調査士会等による

意識啓発・相談体制 

          ・自治会による定期的な空家等の調査 

          ・シルバー人材センターの見守りサービス等による空家等の適正管理 

          ・商工会やまちづくり団体、大学、庁内関係課等と連携した空家等

利活用の支援・アドバイス 

              ・各専門家や関係機関等と連携した管理不全空家等への対応   

対策① 

意識啓発、情報

発信、相談体制

等の構築 

対策② 

空家等の 

適正管理 

対策③ 

 

空家等の 

利活用 

対策④ 

除却、跡地活用 

対策⑤ 

地域の各主体
との連携 

２. 空家等対策の目標 

予
防
対
策 

解
消
対
策 

空
家
化
の
予
防 

管
理
不
全
空
家
化
の
予
防 

法
規
制
や
地
域
特
性
、
所
有
者
意
向
等
を
踏
ま
え
た
取
組 
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【対策の方向性イメージ】  

対策⑤ 地域の各主体等との連携 

事業者 

工務店 

不動産業者 

等 

地域団体、法人等 

NPO 

まちづくり団体 

シルバー人材センター 

等 

大学等 

学識経験者 

学生 

等 

市民 

自治会 

地振協 

等 

専門家 

建築士会 

司法書士会 

宅建業協会 

土地家屋調査士会 

等 

庁内関係課 

連絡会議 

構成担当課 
 

対策④ 

空家（管理不全） 

 

居住・利用中 

 

対策① 

意識啓発、情報発信、 

相談体制等の構築 

対策② 

空家等の適正管理 

 

対策④ 

除却、跡地活用 

（管理不全空家等の解消） 

 

対策③ 

空家等の利活用 

 

    解消対策段階 予防対策段階 

空家（管理中） 

 

 

更地 

 

現状では数が少ない

（約 33 戸） 

管理不全状態の空家 

の発生を防ぐ 

対策③ 

関係機関 

商工会 

消防 

警察 

等 

対策② 対策① 

対策③ 
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（２）空家等対策計画の全体スキーム（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

・計画策定の背景、目的・趣旨、位置付けや役割、計画期間、対象地区、対象とする空家等   ■計画の位置づけ 

・空家等対策の推進に関する特別措

置法に基づく、今後の空家等対策

を総合的に推進するための計画 

・総合戦略に掲げる良好な住環境の

整備に向けた空家の活用など、上

位計画や各種計画と整合・連動し

た実効性のある計画 

２．現状・課題 

・H28 空き家等実態調査を踏まえた空家等の現状・課題、人口・世帯数の推移・将来見込み

など、対策の基本的な方針につながる現状・課題 

・対策の方向性等 

３．空家等に関する対策 

・地域の生活環境の保全、自然環境や歴史・文化により育まれてきた景観の保全、地域の活

力・魅力の向上等の視点を踏まえた対策の基本方針 

・空家等の発生予防、適切な管理の促進、空家等の有効活用等による管理不全空家等の発生

予防、管理不全空家等に対する措置等に関する対策の基本的な考え方や具体的な対策 

４．対策の実施体制 

・多様な主体の連携による相談への対応や適正管理・利活用の促進など、協働・連携の体制 

・庁内連携の体制・役割分担等 

■計画期間 

・総合計画の目標年次（平成 32 年）や住宅・土地統計調査（５年ごと）等を考慮し、計画期

間を平成 30年度から平成 36年度までの７年間とする 

■対象地区 

・現状、空家等は市街化区域内外に点在しており、今後も、高齢化の進展等の社会情勢の変化

に伴い、市街化区域内外に関わらず空家等の発生が増加すると考えられるため、計画の対象

地区は市内全域とする  
■対象とする空家等 

・空家等：建築物（住宅に限り、店舗併用住宅を含む。）又はこれに附属する工作物で居住そ

の他の使用がなされていないことが常態（基準となる期間は概ね半年間）であるも

の及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。） 

※使われなくなった店舗や共同住宅、工場等を対象に含めるかどうかは、今後検討

を行う。 

空家等対策計画 

（空家等対策を総合的に 
推進するための計画） 

各種計画 

都市計画

景観計画 等 

総合戦略 総合計画 


